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論文 
スロヴェニア社会の変化－19 世紀後半から 21 世紀初めにかけて－ 
Changes in the Slovenian Society:  
From the Second Half of the 19th Century to the Early 21st Century  
小山 洋司1 
KOYAMA Yoji 
In order to understand reasons for Slovenia’s peculiarity and relative affluence, this paper 
considers changes in the Slovenian society from the second half of the 19th century to the early 
21st century with business system, which means close cooperative relationship between 
industrial enterprises and local residents (employees) in valley communities, background 
institutions and proximate institutions as key words. In spite of various changes and challenges 
during the period from the abolishment of feudal regime in 1848 to the communist revolution in 
1945 and the revival of a market economy in 1991, the fundamental logic of the traditional 
business system has remained intact. 
キーワード： スロヴェニア、ビジネス・システム、背景の制度、目の前の制度 
Key words: Slovenia, business system, background institutions, proximate institutions 
１ はじめに 
スロヴェニアは、旧ユーゴスラヴィアの一つの共和国を構成していたが、1991 年に独立した。面積は 20,251
㎢（四国と同程度）で、人口は 206 万人の小国である。2004 年に EU に加盟し、2007 年には新規 EU 加盟国
の中で最も早くユーロを導入した。この国は、体制転換後にネオ・コーポラティスト的体制を持ち、企業の民営
化に際しても IMF のアドバイスに反して、インサイダー（企業の従業員と経営者）を優先したり、対内 FDI（外国
直接投資）よりもむしろ対外FDI を積極的に行うという点で、特異なポスト社会主義国である（小山 2014；小山・
富山 2015）。 
スロヴェニアはアルプスの南側のふもとに位置し、アルプスを境にしてオーストリアと接している。この地理的
な位置関係が良くも悪くもスロヴェニア民族の運命を大きく左右してきた。スロヴェニア人は 1000 年以上も自
分の国を持たず、大国の支配下に置かれ、それに自分の運命を翻弄されてきた。1278 年にハプスブルク帝
国の支配下に入った。カトリック世界で主にドイツ文化、部分的にはイタリアの文化の影響を受けて生活するこ
とになった。1918 年にハプスブルク帝国が崩壊すると、スロヴェニア人は、クロアチア人やセルビア人と一緒に
「セルビア人、クロアチア人、スロヴェニア人王国」という南スラブ人の国家（ユーゴスラヴィア）を形成した2。王
国においても、そして第二次大戦後の社会主義のユーゴ（第二のユーゴ）においても同じ制度の下に置かれ
ながら、その経済的パフォーマンスはたえず他の地域を上まわっていた。また、ポスト社会主義諸国の中では
最も豊かであり（小山 2006）、この国の 2014 年における 1 人当たりの GDP を見ると 18,400 ユーロで、チェコの
18,100 ユーロを上まわっている。 
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本稿は、「ビジネス・システム」という視点から、スロヴェニアの社会・経済的発展の歴史を見直す試みである。
筆者は、リュブリアナ大学経済学部の教授マルコ・ヤクリッチらの論文3から、ビジネス・システムという概念を学
んだ。この概念は一般にはなじみがない。これは、イギリスの組織社会学の専門家リチャード・ホィットレイらの
研究グループがキー概念として用いているもので、「経済的調整とコントロールの諸形態」を指す。レギュラシ
オン学派4が言う調整様式はマクロ経済的な調整の様式を指すのに対して、ホィットレイらの研究グループが
言う「経済的調整とコントロール」はメゾ（マクロとミクロの中間）・レベルの調整とコントロールを指している5。 
筆者は、経済分析において制度を重視するが、そのさい、クリステンセンとヤクリッチのように、制度を「背景
の制度」（background institutions）と「目の前の制度」（proximate institutions）の 2 つに分けて見ることが有益だ
と考える。彼らは、スロヴェニアで市場経済移行が比較的うまくいった理由を社会的結束に求めており、この社
会的結束は、農村共同体と工業企業との間の緊密な関係の結果だと見ている（Kristensen and Jaklic, 1998）。
彼らは、農村共同体と工業企業が協力して活動している地域（localities） の代わりに、「渓谷6共同体」
（“Valley communities”）という概念を用いるよう提起している。彼らは、スロヴェニアのおける多くの地域が必
ずしも渓谷にはないにもかかわらず、「渓谷共同体」を用いるが、それは、「スロヴェニアの絶え間ない地政学
的状況はアルプスによって構成されてきたので、一つのパターンとしての内的な社会的結束と相互の対抗関
係は遠い昔に根ざしていると考える」（Ibid pp. 5-6）からだと言い、これを「背景の制度」と考えている。これに対
して、政治・経済体制は「目の前の制度」となる。 
本稿は、スロヴェニアの特異性や相対的な豊かさを理解するために、ビジネス・システム、背景の制度、目
の前の制度をキーワードにして、19 世紀後半から 21 世紀初めにかけてのスロヴェニア社会の変化を考察す
る。 
２ ハプスブルク帝国時代 
いまでは工業的に発達した豊かな国であり、農業のウェートは非常に小さいが、オーストリアの支配下にあ
った時代にはスロヴェニアは農業地域であった。山岳の地形で起伏の多い耕作条件のため、スロヴェニアで
は自作農の土地は最初から小さかった。封建制が廃止された 1848 年以降、農民たちはかつての地主から土
地を買わねばならず、そうするために、新たに設立された貯蓄銀行や抵当銀行からローンを得なければなら
なかった。農民たちは、国境を防衛する軍事的必要のせいでオーストリア=ハンガリー帝国によって重税を課
せられた。相続のルールにより、相続人は自分の兄弟姉妹に公正な割合で相続財産をカネではらうか、もしく
はその農場を均等に分配しなければならなかった。生まれ故郷を後に、新大陸（アメリカ）に渡る者も多かった。
このような状況で、小農業経営者たちは富の蓄積を阻止され、農場経営条件を改善するのを可能にするよう
ないかなる企業家的活動に乗り出すこともできなかったという（Kristensen and Jaklic, 1998, p. 6）。 
スロヴェニアの伝統的なビジネス・システムは、封建制がオーストリア=ハンガリー帝国において廃止された
19 世紀後半に現在のような形をとり始めたという。ヤクリッチら（2009）によると、人々は地方の相互扶助、すな
わち、非課税のサービス交換を通じて自分たちの生活水準を改善する手段としてシャドー経済と家族的な援
助を発展させ始めた。最終的に、受け身の生存最低生活志向のビジネス・システムが作り出された。そこでは、
非公式の制度、すなわち、副業と家族的な援助が公式の制度、つまり、商業経営制度、主として外国人また
は教会が所有する森林、鉱業、製材工場および生成しつつあった製造業を援助していたという。「非公式の
制度が公式の制度を援助した」という点はややわかりにくいかもしれない。「農民は基本的には生存最低生活
に基づく耕作形態で続けた」（Kristensen and Jaklic, 1998, p.6）。農業からの貨幣所得は減少した。外国人が
経営する企業で働くが、賃金はきわめて低かった。「生存最低生活の農業」により、賃金総額を減らすことが可
能になったという意味で、経営者に対する補助金であった。こうして、この 2 つのシステムは相互に強めあうよう
なやり方で、共存し、また相互の敵意も再生産したという（Ibid, p.7）。 
 
 
スロヴェニア人の大多数は農業で生計を立てていた。その割合は 19 世紀後半にかなり低下し、1857 年に
はスロヴェニア人の 83％が土地で生計をたてていた。1910 年には、この割合は 67％、1931 年には 58.8％、
1948 年には 48.9％へと低下した（Gow and Carmichael, p. 110）。 工業化はようやく 19 世紀後半に始まり、
1880 年代に本格化した。20 世紀の初め、石炭業と鉄鋼業が工業労働者の大多数を雇用した。製材と建築資
材、ならびに建設業がそれに続いた。化学、食品工業および電気工業も重要であったが、その成長は平均的
であった。後に発展する繊維産業、とくに紡績と織物の発展のための基礎はこの時期に敷かれた。この段階
では、衣服に対する需要はまだ手工業によって満たされていたという（Lazarevic, 1994, p. 49）。1852 年に 116
企業が活動し、6,600 人の従業員が雇用されていた。1912 年には 441 企業が活動し、36,200 人の従業員が雇
用されるようになった。 
20 世紀初め、工業の発展は農業にもよい影響を与えた。農具や農業機械の価格が低下したので、より多く
の農民がそれらを利用できるようになった。土地は集約的に耕作され、比較的大きな土地所有者はますます
多くの肥料を用いるようになった。西ヨーロッパと比べるとはるかに低かったものの、この時期に農業の生産性
は全体として上昇した。林業は、大土地所有者のもう一つの恒常的な所得源であった（Lazarevic, 1994, p. 
51）。19 世紀半ば頃、電化が始まった。まず初めに街灯に、そして次に都市の家庭や工業に電気が供給され
た。広範な電化が始まったのは第一次世界大戦後のことであった。 
 ゴウとカーマイケルによると、スロヴェニアの工業の成長は 2 つの要因によって促進された。第１は鉄道シ
ステムの延長である。1894 年までに、ウィーンから南へ、スロヴェニアのマリボールを経て、リュブリアナへ、そ
して西のトリエステへ走る鉄道路線ができた。さらに、この主要路線に接続する形で、マリボールからオーストリ
アのクラーゲンフルトに至る路線やジダニ・モストから南へクロアチアのザグレブに至る路線、およびいくつか
の支線が分岐するようになった。鉄道路線は人の移動はもちろんのこと、原材料や完成品の出荷を促進した。
国際的貿易港のトリエステと帝国の首都ウィーンとの間に位置して、スロヴェニアは利益を得た。第 2 は資本蓄
積である。国内資本が徐々に蓄積された。都市部で新たに形成されつつあった銀行、農村の小規模の信用
組合や貯蓄銀行がそれに寄与した。かなり蓄積されたにもかかわらず、十分とは言えなかった。スロヴェニア
地域に投資された外部の資本はスロヴェニア内部の資本よりも 10 倍も多く、その大部分はドイツ起源またはチ
ェコ起源であった（Gow and Carmichael, pp. 111-112）。 
 
３ 第一のユーゴスラヴィア 
 
1918 年にハプスブルグ帝国は崩壊し、スロヴェニアは独立し、クロアチア人やセルビア人と一緒に新しい国
家「セルビア人、クロアチア人、スロヴェニア人王国」（1928 年にユーゴスラヴィア王国と改称）を形成すること
になった。これが第一のユーゴスラヴィアである。クリステンセンとヤクリッチによれば、企業の外国人所有者の
多くは自分の名前をスロヴェニア風の名前に変え、新興ユーゴ国家の市民になった。彼らはこの新しい国家
で 2 つの有利な条件を利用できた。第 1 に、戦後、農産物価格が再び下落し、ますます多くの農民が自分の
農業所得を工業賃金で補足することを欲したので、経営者は彼らの低賃金労働を利用することができた。第 2
に、オーストリア=ハンガリー二重帝国の中でスロヴェニアは相対的に発展の遅れた農村地域で、グラーツ（現
在はオーストリア）やトリエステ（現在はイタリア）のような工業都市へ原材料や中間財を供給していた。その役
割から切り離され、スロヴェニアは「第一のユーゴ」という文化的かつ経済的に非常に異なる世界に置かれるこ
とになった。ラザレーヴィチ（Lazarevic, 1994, p. 51）は、良い効果も悪い効果もあったが、スロヴェニアが享受
した便益は不利益を上回ったと述べている。ユーゴでは、スロヴェニアは最も先進的な地域となり、今度はセ
ルビアなどの新興市場に完成品を供給する地位についた。しかも、スロヴェニアの工業は、関税障壁によって
保護されることになった。さらに、ドイツ人やオーストリア人が所有者、行政官および技師として存在したおかげ
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本稿は、「ビジネス・システム」という視点から、スロヴェニアの社会・経済的発展の歴史を見直す試みである。
筆者は、リュブリアナ大学経済学部の教授マルコ・ヤクリッチらの論文3から、ビジネス・システムという概念を学
んだ。この概念は一般にはなじみがない。これは、イギリスの組織社会学の専門家リチャード・ホィットレイらの
研究グループがキー概念として用いているもので、「経済的調整とコントロールの諸形態」を指す。レギュラシ
オン学派4が言う調整様式はマクロ経済的な調整の様式を指すのに対して、ホィットレイらの研究グループが
言う「経済的調整とコントロール」はメゾ（マクロとミクロの中間）・レベルの調整とコントロールを指している5。 
筆者は、経済分析において制度を重視するが、そのさい、クリステンセンとヤクリッチのように、制度を「背景
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（“Valley communities”）という概念を用いるよう提起している。彼らは、スロヴェニアのおける多くの地域が必
ずしも渓谷にはないにもかかわらず、「渓谷共同体」を用いるが、それは、「スロヴェニアの絶え間ない地政学
的状況はアルプスによって構成されてきたので、一つのパターンとしての内的な社会的結束と相互の対抗関
係は遠い昔に根ざしていると考える」（Ibid pp. 5-6）からだと言い、これを「背景の制度」と考えている。これに対
して、政治・経済体制は「目の前の制度」となる。 
本稿は、スロヴェニアの特異性や相対的な豊かさを理解するために、ビジネス・システム、背景の制度、目
の前の制度をキーワードにして、19 世紀後半から 21 世紀初めにかけてのスロヴェニア社会の変化を考察す
る。 
２ ハプスブルク帝国時代 
いまでは工業的に発達した豊かな国であり、農業のウェートは非常に小さいが、オーストリアの支配下にあ
った時代にはスロヴェニアは農業地域であった。山岳の地形で起伏の多い耕作条件のため、スロヴェニアで
は自作農の土地は最初から小さかった。封建制が廃止された 1848 年以降、農民たちはかつての地主から土
地を買わねばならず、そうするために、新たに設立された貯蓄銀行や抵当銀行からローンを得なければなら
なかった。農民たちは、国境を防衛する軍事的必要のせいでオーストリア=ハンガリー帝国によって重税を課
せられた。相続のルールにより、相続人は自分の兄弟姉妹に公正な割合で相続財産をカネではらうか、もしく
はその農場を均等に分配しなければならなかった。生まれ故郷を後に、新大陸（アメリカ）に渡る者も多かった。
このような状況で、小農業経営者たちは富の蓄積を阻止され、農場経営条件を改善するのを可能にするよう
ないかなる企業家的活動に乗り出すこともできなかったという（Kristensen and Jaklic, 1998, p. 6）。 
スロヴェニアの伝統的なビジネス・システムは、封建制がオーストリア=ハンガリー帝国において廃止された
19 世紀後半に現在のような形をとり始めたという。ヤクリッチら（2009）によると、人々は地方の相互扶助、すな
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助を発展させ始めた。最終的に、受け身の生存最低生活志向のビジネス・システムが作り出された。そこでは、
非公式の制度、すなわち、副業と家族的な援助が公式の制度、つまり、商業経営制度、主として外国人また
は教会が所有する森林、鉱業、製材工場および生成しつつあった製造業を援助していたという。「非公式の
制度が公式の制度を援助した」という点はややわかりにくいかもしれない。「農民は基本的には生存最低生活
に基づく耕作形態で続けた」（Kristensen and Jaklic, 1998, p.6）。農業からの貨幣所得は減少した。外国人が
経営する企業で働くが、賃金はきわめて低かった。「生存最低生活の農業」により、賃金総額を減らすことが可
能になったという意味で、経営者に対する補助金であった。こうして、この 2 つのシステムは相互に強めあうよう
なやり方で、共存し、また相互の敵意も再生産したという（Ibid, p.7）。 
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ステムの延長である。1894 年までに、ウィーンから南へ、スロヴェニアのマリボールを経て、リュブリアナへ、そ
して西のトリエステへ走る鉄道路線ができた。さらに、この主要路線に接続する形で、マリボールからオーストリ
アのクラーゲンフルトに至る路線やジダニ・モストから南へクロアチアのザグレブに至る路線、およびいくつか
の支線が分岐するようになった。鉄道路線は人の移動はもちろんのこと、原材料や完成品の出荷を促進した。
国際的貿易港のトリエステと帝国の首都ウィーンとの間に位置して、スロヴェニアは利益を得た。第 2 は資本蓄
積である。国内資本が徐々に蓄積された。都市部で新たに形成されつつあった銀行、農村の小規模の信用
組合や貯蓄銀行がそれに寄与した。かなり蓄積されたにもかかわらず、十分とは言えなかった。スロヴェニア
地域に投資された外部の資本はスロヴェニア内部の資本よりも 10 倍も多く、その大部分はドイツ起源またはチ
ェコ起源であった（Gow and Carmichael, pp. 111-112）。 
 
３ 第一のユーゴスラヴィア 
 
1918 年にハプスブルグ帝国は崩壊し、スロヴェニアは独立し、クロアチア人やセルビア人と一緒に新しい国
家「セルビア人、クロアチア人、スロヴェニア人王国」（1928 年にユーゴスラヴィア王国と改称）を形成すること
になった。これが第一のユーゴスラヴィアである。クリステンセンとヤクリッチによれば、企業の外国人所有者の
多くは自分の名前をスロヴェニア風の名前に変え、新興ユーゴ国家の市民になった。彼らはこの新しい国家
で 2 つの有利な条件を利用できた。第 1 に、戦後、農産物価格が再び下落し、ますます多くの農民が自分の
農業所得を工業賃金で補足することを欲したので、経営者は彼らの低賃金労働を利用することができた。第 2
に、オーストリア=ハンガリー二重帝国の中でスロヴェニアは相対的に発展の遅れた農村地域で、グラーツ（現
在はオーストリア）やトリエステ（現在はイタリア）のような工業都市へ原材料や中間財を供給していた。その役
割から切り離され、スロヴェニアは「第一のユーゴ」という文化的かつ経済的に非常に異なる世界に置かれるこ
とになった。ラザレーヴィチ（Lazarevic, 1994, p. 51）は、良い効果も悪い効果もあったが、スロヴェニアが享受
した便益は不利益を上回ったと述べている。ユーゴでは、スロヴェニアは最も先進的な地域となり、今度はセ
ルビアなどの新興市場に完成品を供給する地位についた。しかも、スロヴェニアの工業は、関税障壁によって
保護されることになった。さらに、ドイツ人やオーストリア人が所有者、行政官および技師として存在したおかげ
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で、スロヴェニアは新しいユーゴ市場で競争優位を得たという。生粋のスロヴェニア人企業家も出現した。工場
の数は 1918 年における 275 から 1939 年には 532 へと増加した（Kristen and Jaklic, 1998, p.9）。 
 しかし、トリエステを失ったことは、スロヴェニアにとって痛手であった。中心部にイタリア人が多く住むが、
郊外に多くのスロヴェニア人が住んでおり、工業や商業の重要な都市であっただけでなく、貿易において大き
な役割を果たしてきた港湾都市であったからである。スロヴェニアは、代わりの港湾を建設する必要に迫られ
たが、これは第二次世界大戦終了後までこの課題は実現されなかった。 
この時代に最大の前進を見せたのは織物工業であった。大部分の資本はチェコ人による投資であった。第
二次世界大戦以前に、スロヴェニアの産出高はユーゴの織物生産総額の 37％を占めるに至った。織物工業
は、木材加工と冶金業についで 3 番目に重要な工業部門となった。このほか、食品工業および鉄鋼業内部の
完成品も急速に成長した。 
スロヴェニア経済全体で見ると、スロヴェニアがユーゴの一部になったことから利益を得たが、農業は工業と
比べると、それほど利益を得ていない。スロヴェニア農業は伝統的な市場（オーストリアほか）へのアクセスは
保護主義的政策によって阻止されたし、ユーゴ国内では、他の低開発地域からの農産物とは価格面では太
刀打ちできなかった。もちろん、生産物の標準化などを通じた生産物の量的かつ質的改善の努力もなされた
が、小土地所有（農家の 60％が 5 ヘクタール以下の土地を保有）がネックとなって、大きな前進は不可能であ
った。国内の緊縮的な金融政策と外国の保護主義的関税のせいで、農作物の価格が低下しつつあったので、
1920年代半ばから、農民の大半がかなりの債務を抱えるようになった。1929 年10月にアメリカで始まった大恐
慌の影響はヨーロッパにも及んだ。1931 年 6 月にオーストリアの大銀行クレジット・アンシュタルトが破綻し、そ
の影響を受け、スロヴェニアからも資本の流出や銀行からの預金引き出しが続いた。 
農民の債務の額は 1932 年にピークに達した。破産した農業経営は相当数にのぼった。社会的・政治的トラ
ブルを避けるために、1932 年、政府は農民がかかえる債務の 4 年間のモラトリアムを宣言したが、これは今度
は債権者に影響を与えないわけにはいかなかった。4 年後、債務は減額され、残りは、金利引き下げのうえ、
12 年間で支払われることになった。この問題は、国立銀行が、金融機関に対する農民の債務を受け継ぎ、そ
して金融機関の流動性改善を助けるために、担保証券として用いることのできる債務証書を発行するというや
り方で処理された（Lazarevic, 1994, pp. 51-57）。 
 
４ パルチザン企業家のネットワーク 
 
1941 年 6 月にナチス・ドイツはユーゴスラヴィアを侵略した。伝統的に企業家階級はハプスブルグ帝国と結
びついており、ドイツ軍による占領を新たなチャンスと見たのに対して、スロヴェニア人の企業家と職人はそれ
を自分たちの夢への脅威と見た。彼らの多くは徐々に地下にもぐり、解放戦線に加わり、パルチザン（ゲリラ闘
争をする戦士）になった。小農場と地方の相互援助は、パルチザン自身の生き残りの基地そのものになっただ
けでなく、このシステムと彼らのつながりは、パルチザンがドイツの占領軍から隠れたり、それと闘うのを可能に
した（Krstensen and Jaklic, 1998）。 
 他の東欧諸国では、第二次世界大戦でのナチス・ドイツに対するパルチザンの抵抗運動は旧ユーゴのほ
かには、ポーランドやチェコスロヴァキアで若干見られた。しかし、戦後これらの国々が社会主義化し、ソ連の
勢力圏に入ると、1940 年代末のスターリンによる粛清と見世物裁判のせいで、パルチザンのネットワークは完
全に破壊された。それに対して、独自路線をとる旧ユーゴは 1948 年にソ連ブロックから排除された。ユーゴ国
内では、パルチザンの処刑は行われず、とくにスロヴェニアではそのネットワークが温存された。 
ヤクリッチらの研究によると、1945 年に権力を掌握した後、共産主義者たちもまた伝統的なビジネス・システ
ムの本質に挑戦しなかった。彼らは反対に、「渓谷共同体」を残し、工業化をそれらのニーズに合わせて作る
ことによって、自分の支配を正当化した。第二次大戦後、パルチザンのネットワークが中心的な役割を果たし
 
 
た。「パルチザン経営者」は、その工場が「渓谷共同体」のために生み出している経済的繁栄のレベルについ
て地域の仲間によって、そして主として大衆の感情を重視する党によって評価された。パルチザン経営者たち
は、相互扶助と互恵性に基づいて機能する緊密なネットワークを形成したが、それは自分のビジネスを発展さ
せ、困難を克服するのを互いに助けた。「（ユーゴでは）配分の政治は、伝達された計画によって導かれるプロ
セスであるよりもはるかにかつてのパルチザンのネットワーク内部のギブ・アンド・テークのゲームであった。地
域の相互援助と互恵のルールはパルチザンの間の相互援助と互恵のシステムによって規制された」
（Krstensen and Jaklic, 1998, p.11）。 
 パルチザンたちは経営者だけでなく、新しい国家の建設者としても行動した。クリステンセンとヤクリッチは、
年配のパルチザンの自伝を引用しながら、次のような非常に興味深い事実を紹介している。スロヴェニア地域
安全保障庁（Slovenian Regional Security Agency）の経済的基盤を確保するために、安全保障庁の内部に経
済発展部（Economic Development Department）が設立された。経済発展部は「渓谷」に多くの企業を設立した。
「集団的に、この部は製品、生産プロセス等についての情報－外国技術の急速で成功的な模倣をスロヴェニ
アにおいて可能にするような－を収集するために国内および国際的な諜報の資源を利用することができた」
（Ibid, p. 12）。もうひとつ興味深い点は、スロヴェニアのパルチザンたちは、「彼らがベオグラードからの資本配
分とは独立するように意図的に努力したことであった」。その手段は銀行であり、1950 年代末には、スロヴェニ
ア開発銀行が設立された（Ibid, p. 13）。 
 
５ 45 年間にわたる社会主義時代 
 
スロヴェニアを含む旧ユーゴは戦後約 45 年間社会主義の道を歩むわけだが、完全に国家統制の計画経
済の下にあったことは一度もない。ユーゴは戦後の一時期、ソ連をモデルに社会主義建設を行ったが、1948
年にソ連と対立し、コミンフォルム（正式名称は「各国共産党・労働党情報局」）から除名され、経済的断交だ
けでなく軍事的威嚇すら受けた。ユーゴの共産主義者たちは、マルクス主義を信奉し、ソ連を社会主義の兄
貴分と尊敬してきたので、そのソ連からこのような手ひどい仕打ちを受けて、イデオロギー的ジレンマに立たさ
れた。ユーゴの指導者たちはソ連型社会主義に対する懐疑を深めた。彼らは社会主義とは何かをあらためて
問い直した。それまでスターリンの頭脳を通して理解された社会主義像（たとえば、スターリン著の『レーニン主
義の基礎』など）を批判的に再検討し、マルクス、エンゲルス、レーニンらの著作を読み直すという理論的な検
討作業にとりかかった。やがて彼らは、マルクスの言う「生産者のアソシエーション」や「直接的生産者の自主
管理」に着目するようになり、これこそがマルクスが考えていた社会主義と理解した。 
ユーゴの理論家たちは次のように認識するに至った。すなわち、ソ連型社会主義は国家主導型社会主義
である。党と国家が融合・癒着し、巨大な国家機構が出来上がった。そこでは党と国家の指導者たちは独自
の利害を持ち、労働者階級から遊離している。その根源に国家的所有があると批判した。それまで、生産手段
の公的所有イコール国家的所有と理解されてきたが、ユーゴの共産主義者たちはこれを転換させ、生産手段
の社会有を提唱した。「社会有」とはわかりにくい概念であるが、これは、生産手段は皆のものであり、誰一人
のものでもないというもので、匿名性が強い。1950 年、ユーゴは自主管理社会主義への道を歩み始めた。 
自主管理企業はどのように発展したのだろうか。1950 年 6 月、自主管理法が採択された。まず工業企業に、
やがて他の分野の企業にも労働者自主管理が導入された。労働者評議会が企業の最高意思決定機関とな
った。とはいえ、経営の専門家は必要である。企業長と専門スタッフは公募され、選考委員会での選考を経て、
労働者評議会が任命し、場合によっては解任することもある。これが基本原則であった。対外的には、企業長
が企業を代表する。企業の発展計画は企業長が専門スタッフと共に作成し、労働者評議会に提案し、そこで
の審議を経て決定される。労働者の下からのコントロールを受けていたとはいえ、企業長の力は実質的には
かなり大きかった。自主管理企業の労働者集団は社会有の生産手段を用いて労働する憲法上の権利をもつ
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で、スロヴェニアは新しいユーゴ市場で競争優位を得たという。生粋のスロヴェニア人企業家も出現した。工場
の数は 1918 年における 275 から 1939 年には 532 へと増加した（Kristen and Jaklic, 1998, p.9）。 
 しかし、トリエステを失ったことは、スロヴェニアにとって痛手であった。中心部にイタリア人が多く住むが、
郊外に多くのスロヴェニア人が住んでおり、工業や商業の重要な都市であっただけでなく、貿易において大き
な役割を果たしてきた港湾都市であったからである。スロヴェニアは、代わりの港湾を建設する必要に迫られ
たが、これは第二次世界大戦終了後までこの課題は実現されなかった。 
この時代に最大の前進を見せたのは織物工業であった。大部分の資本はチェコ人による投資であった。第
二次世界大戦以前に、スロヴェニアの産出高はユーゴの織物生産総額の 37％を占めるに至った。織物工業
は、木材加工と冶金業についで 3 番目に重要な工業部門となった。このほか、食品工業および鉄鋼業内部の
完成品も急速に成長した。 
スロヴェニア経済全体で見ると、スロヴェニアがユーゴの一部になったことから利益を得たが、農業は工業と
比べると、それほど利益を得ていない。スロヴェニア農業は伝統的な市場（オーストリアほか）へのアクセスは
保護主義的政策によって阻止されたし、ユーゴ国内では、他の低開発地域からの農産物とは価格面では太
刀打ちできなかった。もちろん、生産物の標準化などを通じた生産物の量的かつ質的改善の努力もなされた
が、小土地所有（農家の 60％が 5 ヘクタール以下の土地を保有）がネックとなって、大きな前進は不可能であ
った。国内の緊縮的な金融政策と外国の保護主義的関税のせいで、農作物の価格が低下しつつあったので、
1920年代半ばから、農民の大半がかなりの債務を抱えるようになった。1929 年10月にアメリカで始まった大恐
慌の影響はヨーロッパにも及んだ。1931 年 6 月にオーストリアの大銀行クレジット・アンシュタルトが破綻し、そ
の影響を受け、スロヴェニアからも資本の流出や銀行からの預金引き出しが続いた。 
農民の債務の額は 1932 年にピークに達した。破産した農業経営は相当数にのぼった。社会的・政治的トラ
ブルを避けるために、1932 年、政府は農民がかかえる債務の 4 年間のモラトリアムを宣言したが、これは今度
は債権者に影響を与えないわけにはいかなかった。4 年後、債務は減額され、残りは、金利引き下げのうえ、
12 年間で支払われることになった。この問題は、国立銀行が、金融機関に対する農民の債務を受け継ぎ、そ
して金融機関の流動性改善を助けるために、担保証券として用いることのできる債務証書を発行するというや
り方で処理された（Lazarevic, 1994, pp. 51-57）。 
 
４ パルチザン企業家のネットワーク 
 
1941 年 6 月にナチス・ドイツはユーゴスラヴィアを侵略した。伝統的に企業家階級はハプスブルグ帝国と結
びついており、ドイツ軍による占領を新たなチャンスと見たのに対して、スロヴェニア人の企業家と職人はそれ
を自分たちの夢への脅威と見た。彼らの多くは徐々に地下にもぐり、解放戦線に加わり、パルチザン（ゲリラ闘
争をする戦士）になった。小農場と地方の相互援助は、パルチザン自身の生き残りの基地そのものになっただ
けでなく、このシステムと彼らのつながりは、パルチザンがドイツの占領軍から隠れたり、それと闘うのを可能に
した（Krstensen and Jaklic, 1998）。 
 他の東欧諸国では、第二次世界大戦でのナチス・ドイツに対するパルチザンの抵抗運動は旧ユーゴのほ
かには、ポーランドやチェコスロヴァキアで若干見られた。しかし、戦後これらの国々が社会主義化し、ソ連の
勢力圏に入ると、1940 年代末のスターリンによる粛清と見世物裁判のせいで、パルチザンのネットワークは完
全に破壊された。それに対して、独自路線をとる旧ユーゴは 1948 年にソ連ブロックから排除された。ユーゴ国
内では、パルチザンの処刑は行われず、とくにスロヴェニアではそのネットワークが温存された。 
ヤクリッチらの研究によると、1945 年に権力を掌握した後、共産主義者たちもまた伝統的なビジネス・システ
ムの本質に挑戦しなかった。彼らは反対に、「渓谷共同体」を残し、工業化をそれらのニーズに合わせて作る
ことによって、自分の支配を正当化した。第二次大戦後、パルチザンのネットワークが中心的な役割を果たし
 
 
た。「パルチザン経営者」は、その工場が「渓谷共同体」のために生み出している経済的繁栄のレベルについ
て地域の仲間によって、そして主として大衆の感情を重視する党によって評価された。パルチザン経営者たち
は、相互扶助と互恵性に基づいて機能する緊密なネットワークを形成したが、それは自分のビジネスを発展さ
せ、困難を克服するのを互いに助けた。「（ユーゴでは）配分の政治は、伝達された計画によって導かれるプロ
セスであるよりもはるかにかつてのパルチザンのネットワーク内部のギブ・アンド・テークのゲームであった。地
域の相互援助と互恵のルールはパルチザンの間の相互援助と互恵のシステムによって規制された」
（Krstensen and Jaklic, 1998, p.11）。 
 パルチザンたちは経営者だけでなく、新しい国家の建設者としても行動した。クリステンセンとヤクリッチは、
年配のパルチザンの自伝を引用しながら、次のような非常に興味深い事実を紹介している。スロヴェニア地域
安全保障庁（Slovenian Regional Security Agency）の経済的基盤を確保するために、安全保障庁の内部に経
済発展部（Economic Development Department）が設立された。経済発展部は「渓谷」に多くの企業を設立した。
「集団的に、この部は製品、生産プロセス等についての情報－外国技術の急速で成功的な模倣をスロヴェニ
アにおいて可能にするような－を収集するために国内および国際的な諜報の資源を利用することができた」
（Ibid, p. 12）。もうひとつ興味深い点は、スロヴェニアのパルチザンたちは、「彼らがベオグラードからの資本配
分とは独立するように意図的に努力したことであった」。その手段は銀行であり、1950 年代末には、スロヴェニ
ア開発銀行が設立された（Ibid, p. 13）。 
 
５ 45 年間にわたる社会主義時代 
 
スロヴェニアを含む旧ユーゴは戦後約 45 年間社会主義の道を歩むわけだが、完全に国家統制の計画経
済の下にあったことは一度もない。ユーゴは戦後の一時期、ソ連をモデルに社会主義建設を行ったが、1948
年にソ連と対立し、コミンフォルム（正式名称は「各国共産党・労働党情報局」）から除名され、経済的断交だ
けでなく軍事的威嚇すら受けた。ユーゴの共産主義者たちは、マルクス主義を信奉し、ソ連を社会主義の兄
貴分と尊敬してきたので、そのソ連からこのような手ひどい仕打ちを受けて、イデオロギー的ジレンマに立たさ
れた。ユーゴの指導者たちはソ連型社会主義に対する懐疑を深めた。彼らは社会主義とは何かをあらためて
問い直した。それまでスターリンの頭脳を通して理解された社会主義像（たとえば、スターリン著の『レーニン主
義の基礎』など）を批判的に再検討し、マルクス、エンゲルス、レーニンらの著作を読み直すという理論的な検
討作業にとりかかった。やがて彼らは、マルクスの言う「生産者のアソシエーション」や「直接的生産者の自主
管理」に着目するようになり、これこそがマルクスが考えていた社会主義と理解した。 
ユーゴの理論家たちは次のように認識するに至った。すなわち、ソ連型社会主義は国家主導型社会主義
である。党と国家が融合・癒着し、巨大な国家機構が出来上がった。そこでは党と国家の指導者たちは独自
の利害を持ち、労働者階級から遊離している。その根源に国家的所有があると批判した。それまで、生産手段
の公的所有イコール国家的所有と理解されてきたが、ユーゴの共産主義者たちはこれを転換させ、生産手段
の社会有を提唱した。「社会有」とはわかりにくい概念であるが、これは、生産手段は皆のものであり、誰一人
のものでもないというもので、匿名性が強い。1950 年、ユーゴは自主管理社会主義への道を歩み始めた。 
自主管理企業はどのように発展したのだろうか。1950 年 6 月、自主管理法が採択された。まず工業企業に、
やがて他の分野の企業にも労働者自主管理が導入された。労働者評議会が企業の最高意思決定機関とな
った。とはいえ、経営の専門家は必要である。企業長と専門スタッフは公募され、選考委員会での選考を経て、
労働者評議会が任命し、場合によっては解任することもある。これが基本原則であった。対外的には、企業長
が企業を代表する。企業の発展計画は企業長が専門スタッフと共に作成し、労働者評議会に提案し、そこで
の審議を経て決定される。労働者の下からのコントロールを受けていたとはいえ、企業長の力は実質的には
かなり大きかった。自主管理企業の労働者集団は社会有の生産手段を用いて労働する憲法上の権利をもつ
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と同時に、その価値を不断に高めることが求められていた。労働者集団が生産手段を処分して、その利益を
山分けすることは許されていない。 
自主管理企業はある程度の自立性を持っていたが、始まってからしばらくの間、国家の管理機関も若干の
権限を保有していた。1965 年の経済改革により、上級国家機関の権限が大幅に縮小し、市場経済的要素が
拡大された。銀行制度もモノ・バンキング・システム（中央銀行が商業銀行の機能も兼ねた計画経済の金融シ
ステム）から西側諸国で見られる 2 層制銀行制度（家計や企業を対象とする商業銀行の上に、銀行のための
銀行の役割を果たし、金融政策に責任を負う中央銀行が存在する金融システム）へと転換した。この時期は
市場メカニズムに対するナイーヴなほどの全面的な信頼が特徴的であり、それゆえ、西側の人たちはユーゴ
の社会主義を「市場社会主義」と呼んでいた。 
 
６ 「市場社会主義」の成長レジーム 
 
自主管理のタテマエを強調して説明すると、自主管理企業では、労働者は企業長や専門スタッフの指揮を
受けながら働くが、同時に自主管理者であるので、企業によって雇用される労働者ではない。従って、彼らの
労働は費用として扱われるべきではなく、個人所得として扱われる。自主管理企業の目的は利潤の極大化で
はなく、所得の極大化である。 
ユーゴを代表する経済学者ブランコ・ホルヴァートは独自の労働者自主管理企業モデルを説明している
（Horvat 1975）。それによれば、新しい会計期間の初めに、労働者評議会は達成されるべき個人所得の期待
水準を決める。それは前期の、あるいは標準的な個人所得（d）と今期の達成されるべき変化（⊿d）――通常
は追加分――からなる。この期待所得は期待売り上げ、他企業の所得、前年およびそれ以前の数年の所得、
労働生産性、生活費、租税政策などの関数である。期待所得が決まると、経営陣がなすべきことは次式の残
余所得を極大化することである。 
π＝ｐｑ－［（d＋⊿d）ｘ＋ｋ］ 
ここでπは残余所得、ｐは価格、ｑは産出高、ｘは雇用労働者数、k は固定費用（減価償却費、利子、資本
税、もしくはひとまとめにした租税）である。実際的目的にもかかわらず、（d＋⊿d）が賃金率の配分的役割を
演じる。労働者が実際に獲得する個人所得（d’）は期待所得（d＋⊿d）とは異なり、企業の業績によって d’ ≶
（d＋⊿d）となる。もし企業が損失を被る場合は⊿d はマイナスになりうる。雇用を削減する代わりに、自主管理
企業はたんに d を削減する。 
ところが、現実には、所得の配分に際しての、一般の労働者の最大の関心事項は個人所得（賃金のこと）の
額と福利厚生であり、同時に、自分たちの所得増加と企業の発展のために投資にも大いに関心を持った。理
屈では、労働者が受け取る個人所得の額は、企業の業績によって目標とする期待個人所得よりも高いこともあ
れば、低いこともありうる。だが、実際には、こういうことはほとんど起きなかった。自主管理企業の業績がよいと
きは、労働者が実際に受け取る個人所得の額は当然のことながら、期待個人所得を上回った。だが、業績が
振るわない場合でさえ、労働者たちが実際に受け取る個人所得は期待個人所得を下回ることは稀であった。
この点は、1979 年から 1982 年にかけて旧ユーゴの 147 の企業を調査したヤネズ・プラシニカールの研究
（Prasnikar, 1983）によって裏付けられている。 
 その結果、マクロ経済レベルでは貯蓄率は低く、たとえば、1978 年には貯蓄率は 8.17%にすぎなかった。
にもかかわらず、労働者と経営スタッフの設備投資意欲は旺盛であった。その割合を超えて大規模投資が可
能であったのは、投資資金の大部分を外部の資金源に見出すことができたからである7。それは銀行からの融
資である。とくにスロヴェニアは連邦の首都ベオグラードにある中央政府に依存することが少なかった。スロヴ
ェニア企業はリュブリアナの共和国政府に依存することも少なかった。 
 
 
 
７ 1974 年憲法体制 
 
1960 年代末に、失業、インフレ、格差拡大など市場メカニズムの否定的な現象が目につきだし、若者を中
心に批判の声が上がった。また、1971 年にはクロアチア民族主義運動が強まった。チトーやカルデリらの共産
主義者同盟指導部は 1974 年憲法8の制定により、この危機を乗り切ろうとした。1974 年憲法は、2 つの方向で
の分権化を意図していた。第 1 に、共和国（とくに北の 2 つの）の不満をなだめるために思い切った分権化を
はかり、連邦の権限は次のようなものに限られることになった。外交、国防、単一ユーゴ市場と貿易政策、政治
システムの諸原則および民族的かつ個人的権利を保証するのに必要な諸措置である。それ以外の権限は共
和国や自治州に移譲された。こうして、ユーゴ連邦は国家連合的性格をもつ連邦になった。第 2 に、テクノクラ
ートによる事実上のコントロールを排除するという考慮から企業の分権化が行われた9。 
銀行は政治的にコントロールされていた。1974 年憲法体制の下で、銀行は自主管理企業に奉仕する金融
組織とされ、再編成された。これは、1965 年改革により自主管理企業に対する銀行の影響力が強まったことへ
の反発（1960 年代末）の結果であった。今度は、自主管理企業が資金をプールし、銀行を設立することになっ
た。銀行の最高意思決定機関は銀行総会であり、それには設立者である自主管理企業の代表が出席する。
つまり、銀行の基本的な経営方針は、最大の借り手である自主管理企業が決定することになる。というわけで、
1974 年憲法体制下の銀行は、借り手の虜になった銀行であった。銀行のディレクター（日本流に言えば、頭
取）の人事にはコミューンの党組織が大きな発言力を持っていた。コミューンの党組織にとっては、地域経済
の発展と雇用の拡大が最大の関心事であった。「銀行はたんに中央国家のエージェントでもなく、中央銀行の
一部でもなくなく、むしろ地方経済の不可分の単位」（Whitley, p. 214）であった。これに加えて、重大であった
のは、外国からの借入れに関する規制の変更であった。1966 年までは外国からの借り入れは集権的に、つま
り政府によって行われ、そして 1966 年の法律改正により外国からの借り入れは基本的には商業銀行が行うこ
とになった。この体制は 1971 年まで続いたが、その間対外債務の額はそれほど大きくはなかった。ところが、
経済システム全体の分権化の一環として 1972 年に信用制度の変更がなされ、外国からの借入れが自由化さ
れ、その結果、金融借款が急速に増大するようになった。「借り手の虜になった銀行」と外国からの借入れの
自由化は、不可避的にインフレと対外債務の増加をもたらした10。 
1970 年代にはインフレ率は 20%台であったが、後で見ると、これでもマイルドな方であった。ユーゴ経済の
国際競争力は徐々に低下した。1979 年後半に対外累積債務の壁に突き当たった。そこで消費と投資の抑制
が始まり、1980 年以降、スタグフレーション（インフレ下の不況）に陥った。その間、1980 年に表面化したユー
ゴの経済危機はいっそう深まった。悪いながらも、スロヴェニアの経済は他の共和国と比べると、まだましであ
った。以上、「目の前の制度」を中心に自主管理社会主義の原則と実情を説明してきたが、次に、「背景の制
度」に着目して、スロヴェニアの実情を見てみよう。 
 
８ スロヴェニア特有のビジネス・システム 
 
クリステンセンとヤクリッチ（Kristensen and Jaklic, 1997）は、スロヴェニアをその土地の社会的グループと現
地企業との間の内的な社会的協力をもつ地方からなると叙述している。農家の 60％の土地保有は 3ha 未満で
あり、土地所有の平均規模は EU の 14ha に対して、ここでは 3.3ha である。 
旧ユーゴは自主管理の原理に基づく国であったが、ヤクリッチらによると、企業長選考・任命の公式な手続
きにもかかわらず、スロヴェニアでは、企業長たちの地位は継続した。そのことを、ヤクリッチらはクリエンテリズ
ム11で説明する。「ある程度のクリエンテリズム」が存在した。経営者たちは、そのクライエントたちに雇用、賃金、
ローン、住宅、子弟の教育（奨学金）を確保するさいの効率によって評価された。経営者たちは同じ地域また
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と同時に、その価値を不断に高めることが求められていた。労働者集団が生産手段を処分して、その利益を
山分けすることは許されていない。 
自主管理企業はある程度の自立性を持っていたが、始まってからしばらくの間、国家の管理機関も若干の
権限を保有していた。1965 年の経済改革により、上級国家機関の権限が大幅に縮小し、市場経済的要素が
拡大された。銀行制度もモノ・バンキング・システム（中央銀行が商業銀行の機能も兼ねた計画経済の金融シ
ステム）から西側諸国で見られる 2 層制銀行制度（家計や企業を対象とする商業銀行の上に、銀行のための
銀行の役割を果たし、金融政策に責任を負う中央銀行が存在する金融システム）へと転換した。この時期は
市場メカニズムに対するナイーヴなほどの全面的な信頼が特徴的であり、それゆえ、西側の人たちはユーゴ
の社会主義を「市場社会主義」と呼んでいた。 
 
６ 「市場社会主義」の成長レジーム 
 
自主管理のタテマエを強調して説明すると、自主管理企業では、労働者は企業長や専門スタッフの指揮を
受けながら働くが、同時に自主管理者であるので、企業によって雇用される労働者ではない。従って、彼らの
労働は費用として扱われるべきではなく、個人所得として扱われる。自主管理企業の目的は利潤の極大化で
はなく、所得の極大化である。 
ユーゴを代表する経済学者ブランコ・ホルヴァートは独自の労働者自主管理企業モデルを説明している
（Horvat 1975）。それによれば、新しい会計期間の初めに、労働者評議会は達成されるべき個人所得の期待
水準を決める。それは前期の、あるいは標準的な個人所得（d）と今期の達成されるべき変化（⊿d）――通常
は追加分――からなる。この期待所得は期待売り上げ、他企業の所得、前年およびそれ以前の数年の所得、
労働生産性、生活費、租税政策などの関数である。期待所得が決まると、経営陣がなすべきことは次式の残
余所得を極大化することである。 
π＝ｐｑ－［（d＋⊿d）ｘ＋ｋ］ 
ここでπは残余所得、ｐは価格、ｑは産出高、ｘは雇用労働者数、k は固定費用（減価償却費、利子、資本
税、もしくはひとまとめにした租税）である。実際的目的にもかかわらず、（d＋⊿d）が賃金率の配分的役割を
演じる。労働者が実際に獲得する個人所得（d’）は期待所得（d＋⊿d）とは異なり、企業の業績によって d’ ≶
（d＋⊿d）となる。もし企業が損失を被る場合は⊿d はマイナスになりうる。雇用を削減する代わりに、自主管理
企業はたんに d を削減する。 
ところが、現実には、所得の配分に際しての、一般の労働者の最大の関心事項は個人所得（賃金のこと）の
額と福利厚生であり、同時に、自分たちの所得増加と企業の発展のために投資にも大いに関心を持った。理
屈では、労働者が受け取る個人所得の額は、企業の業績によって目標とする期待個人所得よりも高いこともあ
れば、低いこともありうる。だが、実際には、こういうことはほとんど起きなかった。自主管理企業の業績がよいと
きは、労働者が実際に受け取る個人所得の額は当然のことながら、期待個人所得を上回った。だが、業績が
振るわない場合でさえ、労働者たちが実際に受け取る個人所得は期待個人所得を下回ることは稀であった。
この点は、1979 年から 1982 年にかけて旧ユーゴの 147 の企業を調査したヤネズ・プラシニカールの研究
（Prasnikar, 1983）によって裏付けられている。 
 その結果、マクロ経済レベルでは貯蓄率は低く、たとえば、1978 年には貯蓄率は 8.17%にすぎなかった。
にもかかわらず、労働者と経営スタッフの設備投資意欲は旺盛であった。その割合を超えて大規模投資が可
能であったのは、投資資金の大部分を外部の資金源に見出すことができたからである7。それは銀行からの融
資である。とくにスロヴェニアは連邦の首都ベオグラードにある中央政府に依存することが少なかった。スロヴ
ェニア企業はリュブリアナの共和国政府に依存することも少なかった。 
 
 
 
７ 1974 年憲法体制 
 
1960 年代末に、失業、インフレ、格差拡大など市場メカニズムの否定的な現象が目につきだし、若者を中
心に批判の声が上がった。また、1971 年にはクロアチア民族主義運動が強まった。チトーやカルデリらの共産
主義者同盟指導部は 1974 年憲法8の制定により、この危機を乗り切ろうとした。1974 年憲法は、2 つの方向で
の分権化を意図していた。第 1 に、共和国（とくに北の 2 つの）の不満をなだめるために思い切った分権化を
はかり、連邦の権限は次のようなものに限られることになった。外交、国防、単一ユーゴ市場と貿易政策、政治
システムの諸原則および民族的かつ個人的権利を保証するのに必要な諸措置である。それ以外の権限は共
和国や自治州に移譲された。こうして、ユーゴ連邦は国家連合的性格をもつ連邦になった。第 2 に、テクノクラ
ートによる事実上のコントロールを排除するという考慮から企業の分権化が行われた9。 
銀行は政治的にコントロールされていた。1974 年憲法体制の下で、銀行は自主管理企業に奉仕する金融
組織とされ、再編成された。これは、1965 年改革により自主管理企業に対する銀行の影響力が強まったことへ
の反発（1960 年代末）の結果であった。今度は、自主管理企業が資金をプールし、銀行を設立することになっ
た。銀行の最高意思決定機関は銀行総会であり、それには設立者である自主管理企業の代表が出席する。
つまり、銀行の基本的な経営方針は、最大の借り手である自主管理企業が決定することになる。というわけで、
1974 年憲法体制下の銀行は、借り手の虜になった銀行であった。銀行のディレクター（日本流に言えば、頭
取）の人事にはコミューンの党組織が大きな発言力を持っていた。コミューンの党組織にとっては、地域経済
の発展と雇用の拡大が最大の関心事であった。「銀行はたんに中央国家のエージェントでもなく、中央銀行の
一部でもなくなく、むしろ地方経済の不可分の単位」（Whitley, p. 214）であった。これに加えて、重大であった
のは、外国からの借入れに関する規制の変更であった。1966 年までは外国からの借り入れは集権的に、つま
り政府によって行われ、そして 1966 年の法律改正により外国からの借り入れは基本的には商業銀行が行うこ
とになった。この体制は 1971 年まで続いたが、その間対外債務の額はそれほど大きくはなかった。ところが、
経済システム全体の分権化の一環として 1972 年に信用制度の変更がなされ、外国からの借入れが自由化さ
れ、その結果、金融借款が急速に増大するようになった。「借り手の虜になった銀行」と外国からの借入れの
自由化は、不可避的にインフレと対外債務の増加をもたらした10。 
1970 年代にはインフレ率は 20%台であったが、後で見ると、これでもマイルドな方であった。ユーゴ経済の
国際競争力は徐々に低下した。1979 年後半に対外累積債務の壁に突き当たった。そこで消費と投資の抑制
が始まり、1980 年以降、スタグフレーション（インフレ下の不況）に陥った。その間、1980 年に表面化したユー
ゴの経済危機はいっそう深まった。悪いながらも、スロヴェニアの経済は他の共和国と比べると、まだましであ
った。以上、「目の前の制度」を中心に自主管理社会主義の原則と実情を説明してきたが、次に、「背景の制
度」に着目して、スロヴェニアの実情を見てみよう。 
 
８ スロヴェニア特有のビジネス・システム 
 
クリステンセンとヤクリッチ（Kristensen and Jaklic, 1997）は、スロヴェニアをその土地の社会的グループと現
地企業との間の内的な社会的協力をもつ地方からなると叙述している。農家の 60％の土地保有は 3ha 未満で
あり、土地所有の平均規模は EU の 14ha に対して、ここでは 3.3ha である。 
旧ユーゴは自主管理の原理に基づく国であったが、ヤクリッチらによると、企業長選考・任命の公式な手続
きにもかかわらず、スロヴェニアでは、企業長たちの地位は継続した。そのことを、ヤクリッチらはクリエンテリズ
ム11で説明する。「ある程度のクリエンテリズム」が存在した。経営者たちは、そのクライエントたちに雇用、賃金、
ローン、住宅、子弟の教育（奨学金）を確保するさいの効率によって評価された。経営者たちは同じ地域また
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は隣の地域の経営者と比較され、そのさい、自主管理システムの手続きがものを言った（つまり、企業長として
無能と評価されたら、再選されない）。したがって、経営者たちは他の経営者と競争することになる。 
ヤクリッチらはさらに次のように言う。経営者としてのパルチザンは、互いに競争相手であるだけでなく、互い
に同僚で友人であった。社会的に承認された規範を満たすために互いに競争しなければならなかったが、こ
の要求を満たすために、彼らはほとんど「ドイツのカルテル」もしくは「日本のビジネス・グループ」として行動し
た。もしパルチザン経営者の誰かが問題を抱えていたら、このグループは、投資資金の捻出、新製品の識別
において集団的に助け、諜報システムを用いて外国の新技術を徐々に学んだ。企業間の分業は競争の結果
というよりも交渉の結果であったという（Ibid, p. 16）。 
ヤクリッチらは、パルチザン経営者たちの間の相互ゲームには、そのネットワークに頼れば頼るほどそれに
多くを提供しなければならないという「紳士の作法」（the codes of honor）があったと推測している（Ibid, p. 17）。
少なくとも 1970 年代初めまでは、経営者たちの権力は、昔のパルチザンのネットワークとの関係に組み込まれ
たという。もちろん、パルチザン経営者たちは年齢を重ねると共に経営の第一線から退かざるをえないが、そ
の地位は彼らが信頼する若い世代の経営者たちによって引き継がれた（Ibid, p. 17）。以上、主としてヤクリッ
チらの研究に依拠して、スロヴェニアのパルチザン経営者のネットワークを紹介したが、ここからわかる興味深
い点は、彼らが共産主義者であったが、それ以上にスロヴェニアの民族主義者であり、つねにベオグラード
（連邦の首都）によるコントロールを回避し、スロヴェニアの独自性を確保しようと努めたことである。 
 
９ 伝統的なビジネス・システムと結合した自主管理社会主義 
 
旧ユーゴの中での分権化は前述したとおりであるが、スロヴェニアの内部においても分権化の度合いが強
いのは注目に値する。ホィットレイは、「スロヴェニアでは工業化と経済発展ははるかに多中心的であり、首都
やマリボールにはそれほど集中しなかった」12と述べ、その理由として、自分の故郷で住宅を建設し、所有する
という伝統に加えて、1970 年代と 1980 年代における政治的、金融的、経済的分権化が人びとの地方への忠
誠心を強め、労働の移動を抑制したことを挙げている。ハンガリーと比べて、地方の企業やコミューン（地方自
治体）への献身がはるかに高かったという（Whitley, 1999, p.213）。スロヴェニア人にとって土地保有は非常に
重要である。旧ユーゴ時代、土地は農民の下にという原則で農地改革が実施された。そして、ソ連のコルホー
ズをモデルにした農業生産協同組合作りの運動が 1947 年に始まったが、うまくいかなかった。1948 年 6 月に
ユーゴがコミンフォルムから除名されてからは、国内でソ連型社会主義に対する批判が強まり、この農業生産
協同組合の組織化は中止された。社会主義時代においても、スロヴェニアを含む旧ユーゴでは、全農地の約
15％は社会主義大規模農業企業が保有していたが、残りの約 85％は個人農が保有していた。 
社会主義時代、「公式セクターの労働時間は午前 6 時から午後 2 時と定められ」（Stanojevic, 2012, p. 15）
ていた。これは、人は日の出と共に働くものだという農民的な観念と合致するものであった13。工場労働者は起
床してからすぐに職場に向かい、そこで働き、そして朝 9 時から 30 分間に職場で朝食をとるが、朝食時間は労
働時間にカウントされた。労働者は仕事を終えてから自宅で昼食をとる。昼食を終えてもまだ日は高い。だか
ら、労働者たちは非公式セターで副業14（たとえば、耕作15、さまざまな種類の有給の手工業、同僚の住宅建
設の手伝い等）に従事することが可能であった。そこでの収入は不動産への投資にあてられた。それゆえ、こ
こでは土地と住宅を保有する割合は高い。このことが人々を現地の「渓谷共同体」に張り付けた。スロヴェニア
の労働力の移動性は現在に至るまで比較的低いままであった。 
企業長が地域住民のニーズを満たす能力によって評価されたことは前述のとおりである。企業は従業員の
副業経営にさまざまな便宜供与をした。クリステンセンとヤクリッチによると、非公式セクターは、個々の村落が
手に入れることができない資源や製品を手に入れるための企業のネットワークを利用した。彼らは、スロヴェニ
ア企業が財やサービスの非公式な取引にますます巻き込まれるようになり、多くの中間管理者が自分の公式
 
 
の任務の傍ら、企業の帳簿よりもむしろ村落共同体の相互援助に利益を与えるような多くの隠れた交換に配
慮したという仮説16を述べている。増加する家族のために、家族や友人たちは庭付きの家を建設するための小
さな区画を提供するのに対して、企業経営者たちは彼らに新しい住宅の建設をファイナンスするローンを保証
した（Kristensen and Jaklic, 1998, p. 17）。同時に、「渓谷共同体」の非公式セクターが企業の競争力を支えた。
この非公式セクターからの収入が、公式セクターの正式な報酬を比較的低くすることを可能にし、そのことがス
ロヴェニア企業の競争力を支えてきたからである。 
前述のように、雇用レベルを維持することが経営者の中心的な目標であった。安定した雇用は、労働者が
企業特有の技能の形成に傾注することに寄与した。地域住民の雇用や各種のニーズを保証してきたスロヴェ
ニアの企業には、「ハードな予算制約」17が欠如していた。それでも、企業の経営が維持できたのは、「究極的
なリスク共有手段として用いられた緩やかな金融政策」（Ibid, p.247）のおかげであり、そして、旧ユーゴ市場に
おけるスロヴァニア企業の有利な地位におかげでもあった。ヤクリッチは次のような興味深い事情を明らかにし
ている。旧ユーゴ時代、スロヴェニアでは外貨獲得が優先された。外国に対しては貿易赤字であっても、保護
された国内市場で高く売り、損失を補填することができた。R&D や技術開発に投資をしながら、大部分のスロ
ヴェニアの会社はコレクトール社ほど－つまり、自分自身を国際的な技術的リーダーとして確立する－には進
まず、その代り、居心地のよいユーゴ市場に焦点をあて、国際的には低コスト、低価格ベースで競争した。ヤク
リッチらはさらに次のように言う。「ユーゴのディナールは交換性がなく、国は慢性的に外国為替を必要として
いた。それゆえ、たとえ損をして外国で販売することを意味したとしても、会社は、輸出してハード・カレンシー
の流入を生み出すよう奨励された。その結果として生じる損失は、よく保護された本国市場で利益を得ながら
輸出することにより補填することができた」（Ibid, p. 247）。  
旧ユーゴ時代の 1989 年 12 月の経済改革プログラムが体制転換と市場経済移行の出発点であった。1990
年 4 月、複数政党制に基づく自由選挙が実施され、資本主義を目指す勢力が勝利した。1991 年 6 月にスロ
ヴェニアとクロアチアは独立を宣言し、当時のユーゴの連邦軍との衝突を経験したものの、EC の介入により、
戦闘はすぐに停止した。3 ヵ月後、スロヴェニアは事実上の独立を実現した。1992 年 1 月にスロヴェニアの独
立は国際的に承認された。市場経済移行後、「ハードな予算制約」、真の市場競争と効率性が優先事項とな
った。2004 年の EU 加盟により、市場経済移行は完了したと見てよいであろう。 
 
１０ 結論 
 
19 世紀後半以降、スロヴェニア社会は間に二度の戦争をはさみながらも、徐々に豊かになった。旧ユーゴ
の中で、そしてポスト社会主義諸国の中で最も豊かな国になれた理由はいくつか挙げられる。第 1 に、ハプス
ブルク帝国から受けついだ文化的な影響、勤労の精神、技術力は、この国の比較的高い国際競争力を考え
るさい無視できない。 
第 2 に、ハプスブルク帝国時代、スロヴェニアは相対的に遅れた地域であり、工業都市に原材料や中間財
を供給する役目を担っていたが、ユーゴスラヴィアでは最も先進地域になり、残りの地域に完成品を供給する
役目を担うようになった。この役割の変化は重要であった。工業製品は関税障壁によって保護されたので、ス
ロヴェニアの工業は発展した。 
第 3 に、旧ユーゴは 1948 年にソ連と対立してソ連ブロックから排除された（1955 年に関係は改善したが）。
以来、軍事的・外交的には非同盟中立路線をとり、社会主義国でありながら、西側とは親密な関係を維持し、
早くから西側の文化も自由に入ってきた。しかも、1965 年経済改革以後、合法的に西側へ出稼ぎに行くことが
できるようになった。この点は、他のポスト社会主義諸国とは大きく異なる点である。とくにスロヴェニアは旧ユ
ーゴの一番北に位置し、オーストリアやイタリアに隣接している関係で、西欧的な雰囲気が強い。 
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は隣の地域の経営者と比較され、そのさい、自主管理システムの手続きがものを言った（つまり、企業長として
無能と評価されたら、再選されない）。したがって、経営者たちは他の経営者と競争することになる。 
ヤクリッチらはさらに次のように言う。経営者としてのパルチザンは、互いに競争相手であるだけでなく、互い
に同僚で友人であった。社会的に承認された規範を満たすために互いに競争しなければならなかったが、こ
の要求を満たすために、彼らはほとんど「ドイツのカルテル」もしくは「日本のビジネス・グループ」として行動し
た。もしパルチザン経営者の誰かが問題を抱えていたら、このグループは、投資資金の捻出、新製品の識別
において集団的に助け、諜報システムを用いて外国の新技術を徐々に学んだ。企業間の分業は競争の結果
というよりも交渉の結果であったという（Ibid, p. 16）。 
ヤクリッチらは、パルチザン経営者たちの間の相互ゲームには、そのネットワークに頼れば頼るほどそれに
多くを提供しなければならないという「紳士の作法」（the codes of honor）があったと推測している（Ibid, p. 17）。
少なくとも 1970 年代初めまでは、経営者たちの権力は、昔のパルチザンのネットワークとの関係に組み込まれ
たという。もちろん、パルチザン経営者たちは年齢を重ねると共に経営の第一線から退かざるをえないが、そ
の地位は彼らが信頼する若い世代の経営者たちによって引き継がれた（Ibid, p. 17）。以上、主としてヤクリッ
チらの研究に依拠して、スロヴェニアのパルチザン経営者のネットワークを紹介したが、ここからわかる興味深
い点は、彼らが共産主義者であったが、それ以上にスロヴェニアの民族主義者であり、つねにベオグラード
（連邦の首都）によるコントロールを回避し、スロヴェニアの独自性を確保しようと努めたことである。 
 
９ 伝統的なビジネス・システムと結合した自主管理社会主義 
 
旧ユーゴの中での分権化は前述したとおりであるが、スロヴェニアの内部においても分権化の度合いが強
いのは注目に値する。ホィットレイは、「スロヴェニアでは工業化と経済発展ははるかに多中心的であり、首都
やマリボールにはそれほど集中しなかった」12と述べ、その理由として、自分の故郷で住宅を建設し、所有する
という伝統に加えて、1970 年代と 1980 年代における政治的、金融的、経済的分権化が人びとの地方への忠
誠心を強め、労働の移動を抑制したことを挙げている。ハンガリーと比べて、地方の企業やコミューン（地方自
治体）への献身がはるかに高かったという（Whitley, 1999, p.213）。スロヴェニア人にとって土地保有は非常に
重要である。旧ユーゴ時代、土地は農民の下にという原則で農地改革が実施された。そして、ソ連のコルホー
ズをモデルにした農業生産協同組合作りの運動が 1947 年に始まったが、うまくいかなかった。1948 年 6 月に
ユーゴがコミンフォルムから除名されてからは、国内でソ連型社会主義に対する批判が強まり、この農業生産
協同組合の組織化は中止された。社会主義時代においても、スロヴェニアを含む旧ユーゴでは、全農地の約
15％は社会主義大規模農業企業が保有していたが、残りの約 85％は個人農が保有していた。 
社会主義時代、「公式セクターの労働時間は午前 6 時から午後 2 時と定められ」（Stanojevic, 2012, p. 15）
ていた。これは、人は日の出と共に働くものだという農民的な観念と合致するものであった13。工場労働者は起
床してからすぐに職場に向かい、そこで働き、そして朝 9 時から 30 分間に職場で朝食をとるが、朝食時間は労
働時間にカウントされた。労働者は仕事を終えてから自宅で昼食をとる。昼食を終えてもまだ日は高い。だか
ら、労働者たちは非公式セターで副業14（たとえば、耕作15、さまざまな種類の有給の手工業、同僚の住宅建
設の手伝い等）に従事することが可能であった。そこでの収入は不動産への投資にあてられた。それゆえ、こ
こでは土地と住宅を保有する割合は高い。このことが人々を現地の「渓谷共同体」に張り付けた。スロヴェニア
の労働力の移動性は現在に至るまで比較的低いままであった。 
企業長が地域住民のニーズを満たす能力によって評価されたことは前述のとおりである。企業は従業員の
副業経営にさまざまな便宜供与をした。クリステンセンとヤクリッチによると、非公式セクターは、個々の村落が
手に入れることができない資源や製品を手に入れるための企業のネットワークを利用した。彼らは、スロヴェニ
ア企業が財やサービスの非公式な取引にますます巻き込まれるようになり、多くの中間管理者が自分の公式
 
 
の任務の傍ら、企業の帳簿よりもむしろ村落共同体の相互援助に利益を与えるような多くの隠れた交換に配
慮したという仮説16を述べている。増加する家族のために、家族や友人たちは庭付きの家を建設するための小
さな区画を提供するのに対して、企業経営者たちは彼らに新しい住宅の建設をファイナンスするローンを保証
した（Kristensen and Jaklic, 1998, p. 17）。同時に、「渓谷共同体」の非公式セクターが企業の競争力を支えた。
この非公式セクターからの収入が、公式セクターの正式な報酬を比較的低くすることを可能にし、そのことがス
ロヴェニア企業の競争力を支えてきたからである。 
前述のように、雇用レベルを維持することが経営者の中心的な目標であった。安定した雇用は、労働者が
企業特有の技能の形成に傾注することに寄与した。地域住民の雇用や各種のニーズを保証してきたスロヴェ
ニアの企業には、「ハードな予算制約」17が欠如していた。それでも、企業の経営が維持できたのは、「究極的
なリスク共有手段として用いられた緩やかな金融政策」（Ibid, p.247）のおかげであり、そして、旧ユーゴ市場に
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１０ 結論 
 
19 世紀後半以降、スロヴェニア社会は間に二度の戦争をはさみながらも、徐々に豊かになった。旧ユーゴ
の中で、そしてポスト社会主義諸国の中で最も豊かな国になれた理由はいくつか挙げられる。第 1 に、ハプス
ブルク帝国から受けついだ文化的な影響、勤労の精神、技術力は、この国の比較的高い国際競争力を考え
るさい無視できない。 
第 2 に、ハプスブルク帝国時代、スロヴェニアは相対的に遅れた地域であり、工業都市に原材料や中間財
を供給する役目を担っていたが、ユーゴスラヴィアでは最も先進地域になり、残りの地域に完成品を供給する
役目を担うようになった。この役割の変化は重要であった。工業製品は関税障壁によって保護されたので、ス
ロヴェニアの工業は発展した。 
第 3 に、旧ユーゴは 1948 年にソ連と対立してソ連ブロックから排除された（1955 年に関係は改善したが）。
以来、軍事的・外交的には非同盟中立路線をとり、社会主義国でありながら、西側とは親密な関係を維持し、
早くから西側の文化も自由に入ってきた。しかも、1965 年経済改革以後、合法的に西側へ出稼ぎに行くことが
できるようになった。この点は、他のポスト社会主義諸国とは大きく異なる点である。とくにスロヴェニアは旧ユ
ーゴの一番北に位置し、オーストリアやイタリアに隣接している関係で、西欧的な雰囲気が強い。 
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第 4に、ヤクリッチらが提唱するビジネス・システムの視点で見ると、1848年の封建制の廃止から、1945年の
共産主義革命、そして 1991年の市場経済の復活に至るそのような変革や挑戦にもかかわらず、伝統的なスロ
ヴェニアのビジネス・システムの根本的な論理は無傷のままに残されたと言える。第二次世界大戦後もパルチ
ザンのネットワークが温存された。パルチザン経営者は伝統的なビジネス・システム、すなわち「溪谷共同体」
での工業企業と地域住民（従業員）との密接な協力関係には挑戦せず、むしろそれに適応した。彼らはその
ネットワークを生かして、最新の技術情報を入手しながら、工業化を推進した。 
第 5 に、この国の人々の地域への愛着が挙げられる。彼らにとって土地保有は重要である。自分の故郷で
住宅を建設し、所有するという伝統に加えて、1970年代と 1980年代における政治的、金融的、経済的分権化
が人々の地域に対する忠誠心を強め、労働の移動を抑制した。自主管理社会主義時代、労働者は比較的低
い賃金を許容することにより、地元の企業を支えた。同時に、企業は地域住民に雇用や各種のニーズを保証
し、従業員の副業活動を支援してきた。安定した雇用は、労働者が企業特有の技能の形成に傾注することを
可能にし、このことがスロヴェニア経済の国際競争力の向上につながった。 
第 6 に、自主管理社会主義は破綻したが、その伝統は部分的には体制転換後も残った。自主管理社会主
義時代の経営者と労働者は漸進主義的でインサイダー優先の民営化を実施した。他のポスト社会主義諸国と
は違い、スロヴェニアの労働組合は動員力が強く、そのことが、1990年代初めの危機状況を乗り切るための政
府、経営者、労働組合の三者による合意形成の仕組みの成立をもたらした。このコーポラティスト的メカニズム
は、当事者が穏やかな賃金上昇に合意し、インフレ率の引下げを可能にした。これにより、その後スロヴェニア
はいち早くマーストリヒト収斂基準を満たすことができ、早期（2007年 1月）のユーロ導入が可能になった。 
2004 年 5 月に EU 加盟を実現した後、同年秋の総選挙後発足した中道右派連立政権は新自由主義的路
線に舵を切った。グローバル金融化のうねりが進む中で、この国もバブルを経験し、2008-09 年のグローバル
金融危機で大きなダメージを受けた。今後、スロヴェニア社会は大きな変容を迫られるかもしれない。 
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ルでの過度の分権化である。とくに後者について言えば、それは連邦の権限の縮小、共和国・自治州、コミューンの権
限を強化し、国家連合（Confederation）の色彩の強い連邦をもたらし、その結果、「8 つの国民経済」が登場した。1974
年憲法体制について詳しくは、小山（1996）を参照。 
9  企業の内部の技術的な単位を「連合労働基礎組織」（OOUR）と呼び、これを自主管理の基本単位とした。たとえば、自
動車工場の例を挙げれば、ボディ、塗装、組み立て、等の製造工程の一つ一つが OOUR とされた。そして、企業（「労
働組織」RO と呼ばれる）は、OOURの緩やかな連合体として再構成された。大企業は、「労働組織」の連合体（「複合連
合労働組織」SOUR）として再構成された。市場経済は否定されたわけではないが、自主管理組織が網の目のように張
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り巡らす自主管理協定によって経済全体の計画的発展が図られるようになった。それゆえ、この時期の経済は「協議経
済」と呼ばれる。「協議経済」は悪く言えば、「談合経済」であった。企業の分権化が進んだおかげで、企業相互間（さら
には、企業［労働組織］の下のレベルの連合労働基礎組織と他企業の連合労働基礎組織との間）の疑似市場的な取
引が拡大した。この取引の根底には個人的なつながりがあった。しかし、企業の過度の分権化のせいで、RO レベルの
意思決定はすべての OOUR のコンセンサスを必要としたので、タイムリーな意思決定ができず、ときには RO 全体にと
って必要な投資よりも OOUR の投資が優先されるという弊害も現れた。そのため、1980 年代半ばの改革で、OOUR は
廃止されないけれども、RO、つまり企業の権限が強化されるようになった。企業の再編成について詳しくは、小山（1996）
を参照。 
10  旧ユーゴの経済危機について詳しくは、小山（1996）、第 5章を参照。 
11   「クリエンテリズム」とは、対等ではない二者、パトロン（保護者）とクライエント（依頼人）の関係で、前者が後者に生存の
基本的手段へのアクセスを提供し、後者は経済的な財やサービス（地代、労働、収穫物の一部のような）および服従や
忠誠心のような社会的行為の組み合わせで前者に報いることを指す。これは古代ローマの貴族とその取り巻き、封建時
代の領主と農奴、農村の地主と小作農民の関係から現代の政治に至るさまざまな場面に用いられる。現代政治に関し
ては、政治家が有権者の政治的支持と引き換えに公共事業を自分の選挙区にもたらすような関係を指す。この用語は
通常、否定的な意味で用いられている。Hopkins (2006), p. 2. 
12   スロヴェニアの現在の人口は 206 万人であるが、首都のリュブリアナの人口は 28 万人であり、他の国々と比較しても、
首都への人口の集中度は非常に低い。マリボールは第 2の都市（10万 8000人）である。 
13  筆者はユーゴ政府給費留学生として 1978年 10月から 1980年 3月までセルビアのベオグラードに滞在した。筆者の観
察では、ホワイトカラー中心の職場では朝 6時ではなく、7時に仕事を開始しており、仕事が終わるのは午後 3時であっ
た。労働者は帰宅してから遅い昼食をとるが、昼食が一日で最も重要でヘヴィーな食事であり、夕食はきわめて軽いも
のであった。 
14   こうした副業からの収入はそれほど大きくはない。ヤクリッチらは次のように説明している。「税務当局のレーダーよりも低
くとどまるために、シャドー経済は主として伝統的な低付加価値のサービスや生産物を提供する一人の事業に限定され
た」（Jaklic, Zagorsek and Hribernik, 2009, p. 261）。 
15  日本の例で言えば、非農業分野で定職を持つ人の第 2種兼業のようなものが考えられる。 
16  筆者は 2015年 4月にスロヴェニアを訪問し、ヤクリッチに会ったときに、この仮説について文献によって裏づけられたの
かどうか尋ねてみた。彼は文献の裏づけはないが、それは自分自身が見たり、聞いたりしたことだと答えた。 
17  市場経済では企業が存続するためには、収入（売り上げ）が費用を上回らなければならない。一時的に収入が費用を
下回ること（赤字）がありうるとしても、恒常的にはその状態を続けることはできない。その場合、企業は倒産するからであ
る。市場経済では、企業はそのような「ハードな予算制約」の下に置かれている。それに対して、社会主義経済における
企業は、国家による支援があるので、倒産することはなく、また、そのような支援をあてにして放漫な企業経営を続けるこ
とができる。このような状態を「ソフトな予算制約」と呼ぶ。 
